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報告事項

和光市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例（３月専決処分）について

１ 改正の趣旨

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令」及び「介護保険法施行規則等の一部を

改正する等の省令」の施行に伴い、指定地域密着型サービスの人員、設備及び運営に関

する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）の一部が改正されたため、和光市指定地

域密着型サービスの人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を定める。

２ 改正の主な内容

整備政令による施行令の改正により、法第８条第２項「訪問介護」に規定する政令で

定める者の範囲が拡大することに伴い、定期巡回･随時対応型訪問介護看護及び夜間対応

型訪問介護を提供する者の範囲を従前通り、介護保険法施行規則第２２条の２３第１項

に規定する介護職員初任者研修課程を修了した者とするため、所要の整備を行なった。

３ 施行期日

平成３０年４月１日



和光市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

和光市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２５年

条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあっ

ては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改

正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護）

第６条 前条に規定する援助等を行うため、指定定
期巡回・随時対応型訪問介護看護においては、次
に掲げるサービスを提供するものとする。

第６条 前条に規定する援助等を行うため、指定定
期巡回・随時対応型訪問介護看護においては、次
に掲げるサービスを提供するものとする。

訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の提供に当たる介護福祉士又は法第
８条第２項に規定する政令で定める者（介護保
険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。
以下「施行規則」という。）第２２条の２３第
１項に規定する介護職員初任者研修課程を修了
した者に限る。）をいう。以下この章において
同じ。）が、定期的に利用者の居宅を巡回して
行う日常生活上の世話（以下この章において「
定期巡回サービス」という。）

訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪
問介護看護の提供に当たる介護福祉士又は法第
８条第２項に規定する政令で定める者をいう。
以下この章において同じ。）が、定期的に利用
者の居宅を巡回して行う日常生活上の世話（以
下この章において「定期巡回サービス」という。
）

～ （略） ～ （略）

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援
助）

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援
助）

第１７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護の提供の開始に際し、利用申込者が施行規則第
６５条の４各号のいずれにも該当しないときは、
当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サービ
ス計画（法第８条第２４項に規定する居宅サービ
ス計画をいう。）の作成を指定居宅介護支援事業
者に依頼する旨を市に対して届け出ること等によ
り、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提
供を法定代理受領サービスとして受けることがで
きる旨を説明すること、指定居宅介護支援事業者
に関する情報を提供することその他の法定代理受
領サービスを行うために必要な援助を行わなけれ
ばならない。

第１７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法
施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「
施行規則」という。）第６５条の４各号のいずれ
にも該当しないときは、当該利用申込者又はその
家族に対し、居宅サービス計画（法第８条第２４
項に規定する居宅サービス計画をいう。）の作成
を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨を市に対
して届け出ること等により、指定定期巡回・随時
対応型訪問介護看護の提供を法定代理受領サービ
スとして受けることができる旨を説明すること、
指定居宅介護支援事業者に関する情報を提供する
ことその他の法定代理受領サービスを行うために
必要な援助を行わなければならない。

（指定夜間対応型訪問介護） （指定夜間対応型訪問介護）

第４７条 前条に規定する援助を行うため、指定夜
間対応型訪問介護においては、定期的に利用者の
居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（以下こ
の章において「定期巡回サービス」という。）、
あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれてい
る環境等を把握した上で、随時、利用者からの通
報を受け、通報内容等を基に訪問介護員等（指定
夜間対応型訪問介護の提供に当たる介護福祉士又
は法第８条第２項に規定する政令で定める者（施
行規則第２２条の２３第１項に規定する介護職員

第４７条 前条に規定する援助を行うため、指定夜
間対応型訪問介護においては、定期的に利用者の
居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（以下こ
の章において「定期巡回サービス」という。）、
あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれてい
る環境等を把握した上で、随時、利用者からの通
報を受け、通報内容等を基に訪問介護員等（指定
夜間対応型訪問介護の提供に当たる介護福祉士又
は法第８条第２項に規定する政令で定める者をい
う。以下この章において同じ。）の訪問の要否等



初任者研修課程を修了した者に限る。）をいう。
以下この章において同じ。）の訪問の要否等を判
断するサービス（以下「オペレーションセンター
サービス」という。）及びオペレーションセンタ
ー（オペレーションセンターサービスを行うため
の次条第１項第１号に規定するオペレーションセ
ンター従業者を置いている事務所をいう。以下同
じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜間対
応型訪問介護（以下この章において「随時訪問サ
ービス」という。）を提供するものとする。

を判断するサービス（以下「オペレーションセン
ターサービス」という。）及びオペレーションセ
ンター（オペレーションセンターサービスを行う
ための次条第１項第１号に規定するオペレーショ
ンセンター従業者を置いている事務所をいう。以
下同じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜
間対応型訪問介護（以下この章において「随時訪
問サービス」という。）を提供するものとする。

２（略） ２（略）

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針） （指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針）

第６０条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、
次に掲げるところによるものとする。

第６０条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、
次に掲げるところによるものとする。

～ （略） ～ （略）

地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着
型通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行
うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、
サービスの提供方法等について、理解しやすい
ように説明を行うものとする。

指定地域密着型通所介護従業者は、指定地域
密着型通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧
に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対
し、サービスの提供方法等について、理解しや
すいように説明を行うものとする。

・ （略） ・ （略）

（地域密着型通所介護計画の作成） （地域密着型通所介護計画の作成）

第６０条の１０（略） 第６０条の１０（略）

２～４（略） ２～４（略）

５ 地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用
者について、地域密着型通所介護計画に従ったサ
ービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行
う。

５ 指定地域密着型通所介護従業者は、それぞれの
利用者について、地域密着型通所介護計画に従っ
たサービスの実施状況及び目標の達成状況の記録
を行う。

（準用） （準用）

第６０条の２０の３ 第１０条から第１４条まで、
第１６条から第１９条まで、第２１条、第２３条、
第２９条、第３５条から第３９条まで、第４２条、
第５４条、第６０条の２、第６０条の４及び第６
０条の５第４項並びに前節（第６０条の２０を除
く。）の規定は、共生型地域密着型通所介護の事
業について準用する。この場合において、第１０
条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とあ
るのは「運営規程（第６０条の１２に規定する運
営規程をいう。第３５条において同じ。）」と、
「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と
あるのは「共生型地域密着型通所介護の提供に当
たる従業者（以下「共生型地域密着型通所介護従
業者」という。）」と、第３５条中「定期巡回・
随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共
生型地域密着型通所介護従業者」と、第６０条の
５第４項中「前項ただし書の場合（指定地域密着
型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、
夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサ
ービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「
共生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域密
着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深
夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービスを
提供する場合」と、第６０条の９第４号、第６０
条の１０第５項及び第６０条の１３第３項中「地
域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地
域密着型通所介護従業者」と、第６０条の１９第
２項第２号中「次条において準用する第２１条第
２項」とあるのは「第２１条第２項」と、同項第

第６０条の２０の３ 第１０条から第１４条まで、
第１６条から第１９条まで、第２１条、第２３条、
第２９条、第３５条から第３９条まで、第４２条、
第５４条、第６０条の２、第６０条の４及び第６
０条の５第４項並びに前節（第６０条の２０を除
く。）の規定は、共生型地域密着型通所介護の事
業について準用する。この場合において、第１０
条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とあ
るのは「運営規程（第６０条の１２に規定する運
営規程をいう。第３５条において同じ。）」と、
「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と
あるのは「共生型地域密着型通所介護の提供に当
たる従業者（以下「共生型地域密着型通所介護従
業者」という。）」と、第３５条中「定期巡回・
随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共
生型地域密着型通所介護従業者」と、第６０条の
５第４項中「前項ただし書の場合（指定地域密着
型通所介護事業者が第１項に掲げる設備を利用し、
夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護以外のサ
ービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「
共生型地域密着型通所介護事業者が共生型地域密
着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深
夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービスを
提供する場合」と、第６０条の９第４号、第６０
条の１０第５項及び第６０条の１３第３項中「指
定地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生
型地域密着型通所介護従業者」と、第６０条の１
９第２項第２号中「次条において準用する第２１
条第２項」とあるのは「第２１条第２項」と、同



附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

３号中「次条において準用する第２９条」とある
のは「第２９条」と、同項第４号中「次条におい
て準用する第３９条第２項」とあるのは「第３９
条第２項」と読み替えるものとする。

項第３号中「次条において準用する第２９条」と
あるのは「第２９条」と、同項第４号中「次条に
おいて準用する第３９条第２項」とあるのは「第
３９条第２項」と読み替えるものとする。


